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日 月 火 水 木 金 土

11日・建国記念の日　23日・天皇誕生日
◆  2 月 の 税 務 と 労 務

2 2022（令和4年）

納税地の異動に伴う質問検査権　法人税等の調査での質問検査権は、これまで納税地
の所轄国税局又は税務署職員に限られていたため、調査着手後に納税地の異動を繰り返
す「調査逃れ」が見受けられました。これを防止するため昨年7月から、このような場合
でも旧納税地の所轄税務署等職員が引き続き質問検査権を行使できるようになっています。

国　税／�令和3年分所得税の確定申告
� 2月16日～3月15日

（還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税／�贈与税の申告� 2月1日～3月15日
国　税／�1月分源泉所得税の納付� 2月10日
国　税／�12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 2月28日
国　税／�6月決算法人の中間申告� 2月28日
国　税／�3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 2月28日
国　税／�決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付� 2月28日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第4期分の納付

� 市町村の条例で定める日
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2 月号─2

　

令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
、
こ
れ

ま
で
努
力
義
務
で
あ
っ
た
中
小
企
業

に
お
け
る
パ
ワ
ハ
ラ
防
止
措
置
が
義

務
付
け
ら
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
今
回
は
、
改
め
て
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
定
義
等
や
中
小
企

業
事
業
主
等
が
講
じ
る
べ
き
雇
用
管

理
上
の
措
置
を
ご
説
明
し
ま
す
。

　

な
お
、
大
企
業
は
す
で
に
令
和
２

年
６
月
１
日
か
ら
義
務
付
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

　
一
　
改
正
概
要

　

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
は
、

「
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び

に
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業

生
活
の
充
実
等
に
関
す
る
法
律
」

（「
労
働
施
策
総
合
推
進
法
」）
に
よ

り
定
め
ら
れ
、
事
業
主
は
労
働
者
か

ら
の
相
談
に
応
じ
、
適
切
に
対
応
す

る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
そ
の

他
の
雇
用
管
理
上
必
要
な
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
等
が
規

定
さ
れ
ま
し
た
。

　

併
せ
て
、
労
働
者
が
パ
ワ
ー
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
相
談
を
行
っ
た

こ
と
や
事
業
主
に
よ
る
相
談
対
応
に

協
力
し
た
際
に
事
実
を
述
べ
た
こ
と

を
理
由
と
し
て
、
労
働
者
に
対
し
て

解
雇
そ
の
他
不
利
益
な
取
扱
い
を
し

て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
二
　
パ
ワ
ハ
ラ
の
定
義
等

㈠　

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は

　

職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
は
、

①　

優
越
的
な
関
係
を
背
景
と
し
た

言
動
で
あ
っ
て
、

②　

業
務
上
必
要
か
つ
相
当
な
範
囲

を
超
え
た
も
の
に
よ
り
、

③　

労
働
者
の
就
業
環
境
が
害
さ
れ

る
も
の

と
さ
れ
、
①
か
ら
③
ま
で
の
要
素
を

全
て
満
た
す
も
の
を
い
い
ま
す
。

　

な
お
、「
客
観
的
に
み
て
、
業
務

上
必
要
か
つ
相
当
な
範
囲
で
行
わ
れ

る
適
正
な
業
務
指
示
や
指
導
に
つ
い

て
は
、
職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
に
は
該
当
し
な
い
」
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

㈡　

優
越
的
な
関
係
を
背
景
と
し
た

言
動

　

事
業
主
の
業
務
を
遂
行
す
る
に
当

た
っ
て
、
言
動
を
受
け
る
労
働
者
が

行
為
者
に
対
し
て
抵
抗
又
は
拒
絶
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
関
係
を
背
景
と

し
て
行
わ
れ
る
も
の
を
指
し
ま
す
。

〈
例
〉

・　

職
務
上
の
地
位
が
上
位
の

者
に
よ
る
言
動

・　

同
僚
又
は
部
下
に
よ
る
言

動
で
、
言
動
を
行
う
者
が
業

務
上
必
要
な
知
識
や
豊
富
な

経
験
を
有
し
て
お
り
、
そ
の

者
の
協
力
を
得
な
け
れ
ば
業

務
の
円
滑
な
遂
行
を
行
う
こ

と
が
困
難
で
あ
る
も
の

・　

同
僚
又
は
部
下
か
ら
の
集

団
に
よ
る
行
為
で
、
こ
れ
に

抵
抗
又
は
拒
絶
す
る
こ
と
が

困
難
で
あ
る
も
の

㈢　

業
務
上
必
要
か
つ
相
当
な
範
囲

を
超
え
た
も
の

　

社
会
通
念
上
、
明
ら
か
に
業
務
上

必
要
性
が
な
い
又
は
そ
の
態
様
が
相

当
で
な
い
も
の
を
指
し
ま
す
。

〈
例
〉

・　

業
務
上
明
ら
か
に
必
要
性

の
な
い
言
動

・　

業
務
の
目
的
を
大
き
く
逸

脱
し
た
言
動

・　

業
務
を
遂
行
す
る
た
め
の

手
段
と
し
て
不
適
当
な
言
動

・　

行
為
の
回
数
、
行
為
者
の

数
等
、
そ
の
態
様
や
手
段
が

社
会
通
念
に
照
ら
し
て
許
容

さ
れ
る
範
囲
を
超
え
る
言
動

中小企業の定義

業種 資本金の額また
は出資の総額

常時使用する従
業員の数

小売業 5,000万円以下 50人以下
サービス業（サー
ビス業、医療・福
祉等）

5,000万円以下 100人以下

卸売業 1億円以下 100人以下
その他の業種（製
造業、建設業、運
輸業等上記以外の
すべて）

3億円以下 300人以下

※　いずれかに該当する場合

今年４月法施行
中小企業の　
パワハラ対策



3─2月号

　

こ
の
判
断
に
当
た
っ
て
は
、
様
々

な
要
素
（
※
参
考
）
を
総
合
的
に
考

慮
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
個
別
の
事
案
に
お
け
る
労

働
者
の
行
動
が
問
題
と
な
る
場
合

は
、
そ
の
内
容
・
程
度
と
そ
れ
に
対

す
る
指
導
の
態
様
等
の
相
対
的
な
関

係
性
が
重
要
な
要
素
と
な
る
こ
と
に

つ
い
て
も
留
意
が
必
要
で
す
。

※　

参
考

　

総
合
的
に
考
慮
す
る
要
素
に
は
、

次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

・　

言
動
の
目
的

・　

言
動
を
受
け
た
労
働
者
の
問
題

行
動
の
有
無
や
内
容
・
程
度
を
含

む
当
該
言
動
が
行
わ
れ
た
経
緯
や

状
況

・　

業
種
、
業
態

・　

業
務
の
内
容
、
性
質

・　

言
動
の
態
様
、
頻
度
、
継
続
性

・　

労
働
者
の
属
性
や
心
身
の
状
況

・　

行
為
者
と
の
関
係
性　

等

㈣　

労
働
者
の
就
業
環
境
が
害
さ
れ

る

　

言
動
に
よ
り
労
働
者
が
身
体
的
又

は
精
神
的
に
苦
痛
を
与
え
ら
れ
、
労

働
者
の
就
業
環
境
が
不
快
な
も
の
と

な
っ
た
た
め
、
能
力
の
発
揮
に
重
大

な
悪
影
響
が
生
じ
る
な
ど
、
労
働
者

が
就
業
す
る
上
で
看
過
で
き
な
い
程

度
の
支
障
が
生
じ
る
こ
と
を
指
し
ま

す
。

　

こ
の
判
断
に
当
た
っ
て
は
、「
平

均
的
な
労
働
者
の
感
じ
方
」、
す
な

わ
ち
、
同
様
の
状
況
で
言
動
を
受
け

た
場
合
に
、
社
会
一
般
の
労
働
者

が
、
就
業
す
る
上
で
看
過
で
き
な
い

程
度
の
支
障
が
生
じ
た
と
感
じ
る
よ

う
な
言
動
で
あ
る
か
ど
う
か
を
基
準

と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

㈤　

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
類
型

　

厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
は
、
次
の
六
つ
に
分

類
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

身
体
的
な
攻
撃

②　

精
神
的
な
攻
撃

③　

人
間
関
係
か
ら
の
切
り
離
し

④　

過
大
な
要
求

⑤　

過
小
な
要
求

⑥　

個
の
侵
害

　

同
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
パ
ン
フ
レ

ッ
ト
、
同
省
が
設
け
た
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
の
総
合
情
報
サ
イ
ト
（
あ
か
る
い

職
場
応
援
団
）
に
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

に
該
当
す
る
と
考
え
ら
れ
る
具
体
例

が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
社
内

で
対
策
を
講
じ
る
際
は
参
考
に
さ
れ

る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　
三
　
雇
用
管
理
上
の
措
置

　

中
小
企
業
の
事
業
主
等
に
義
務
付

け
ら
れ
た
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を

防
止
す
る
た
め
に
雇
用
管
理
上
講
ず

べ
き
措
置
を
挙
げ
る
と
、
以
下
の
と

お
り
で
す
。

㈠　

事
業
主
の
方
針
の
明
確
化
及
び

そ
の
周
知
・
啓
発

①　

次
の
こ
と
を
明
確
化
し
、
管
理

監
督
者
を
含
む
労
働
者
に
周
知
・

啓
発
す
る
。

・　

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
内

容
・　

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
行

っ
て
は
な
ら
な
い
旨
の
方
針

②　

行
為
者
に
つ
い
て
は
、
厳
正
に

対
処
す
る
旨
の
方
針
・
対
処
の
内

容
を
就
業
規
則
等
の
文
書
に
規
定

し
、
管
理
監
督
者
を
含
む
労
働
者

に
周
知
・
啓
発
す
る
。

㈡　

相
談
（
苦
情
を
含
む
）
に
応
じ
、

適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
必
要
な

体
制
の
整
備

①　

相
談
窓
口
を
あ
ら
か
じ
め
定

め
、
労
働
者
に
周
知
す
る
。

②　

相
談
窓
口
担
当
者
が
、
内
容
や

状
況
に
応
じ
適
切
に
対
応
で
き
る

よ
う
に
す
る
。
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
が
現
実
に
生
じ
て
い
る
場
合

だ
け
で
な
く
、
発
生
の
お
そ
れ
が

あ
る
場
合
や
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
に
該
当
す
る
か
否
か
の
微
妙

な
場
合
で
あ
っ
て
も
、
広
く
相
談

に
対
応
す
る
。

㈢　

事
後
の
迅
速
か
つ
適
切
な
対
応

①　

事
実
関
係
を
迅
速
か
つ
正
確
に

確
認
す
る
。

②　

事
実
関
係
の
確
認
が
で
き
た
場

合
に
は
、
速
や
か
に
被
害
者
に
対

す
る
配
慮
の
た
め
の
措
置
を
適
正

に
行
う
。

③　

事
実
関
係
の
確
認
が
で
き
た
場

合
に
は
、
行
為
者
に
対
す
る
措
置

を
適
正
に
行
う
。

④　

再
発
防
止
に
向
け
た
措
置
を
講

ず
る
。

㈣　

併
せ
て
講
ず
べ
き
措
置

①　

相
談
者
・
行
為
者
等
の
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
を
保
護
す
る
た
め
に
必
要

な
措
置
を
講
じ
て
、
労
働
者
に
周

知
す
る
。

②　

事
業
主
に
相
談
し
た
こ
と
、
事

実
関
係
の
確
認
に
協
力
し
た
こ

と
、
都
道
府
県
労
働
局
の
援
助
制

度
を
利
用
し
た
こ
と
等
を
理
由
と

し
て
、
解
雇
そ
の
他
不
利
益
な
取

扱
い
を
さ
れ
な
い
旨
を
定
め
、
労

働
者
に
周
知
・
啓
発
す
る
。



2 月号─4

　労働契約法において、有期労働契約が更
新されて通算5年を超えたときは、労働者
の申込みにより、期間の定めのない労働契
約（無期労働契約）に転換できる無期転換
ルールが定められています。
　無期転換ルールの適用により、通常は、
定年後引き続き雇用される有期雇用労働者
についても無期転換申込権が発生しますが、
適切な雇用管理に関する計画を作成し、都
道府県労働局長の認定を受けた事業主の下
で、定年に達した後、引き続いて雇用され
る有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）に
ついては、無期転換申込権が発生しないと
する特例が設けられています。
　申請から認定までの流れは、次のとおり
です。
⑴　申請書の作成
　　「第二種計画認定・変更申請書」を作

成します（様式や記載例は、厚生労働省
のホームページよりダウンロードできます）。
⑵　申請書の提出
　　本社を管轄する都道府県労働局に提出
します。
※　労働基準監督署でも受付、郵送も可
※　申請は、企業単位（事業場・支店ご
とではない）

⑶　申請書の受理・審査
⑷　審査結果の連絡
⑸　認定通知書の交付
　交付方法には、直接交付と郵送交付があ
り、郵送を希望する場合は配達証明等など
追跡・対面受取が可能である方法への協力
を求められています（返信用封筒や切手等
を添えて申請）。申請は、該当する高年齢
者ごとに申請をする必要はなく、企業ごと
に1度交付を受けることで済みます。
　なお、無期転換ルールの特例は、継続雇
用の高齢者の特例のほか、専門的知識等を
有する有期雇用労働者についての特例も設
けられています。

無期転換ルールの特例 
（継続雇用の高齢者）

　令和4年1月1日から、障害年金の審査
に用いる眼（視力・視野）の障害の障害認
定基準が一部改正されました。
　「視力」の障害認定基準は、これまでの「両
眼の視力の和」から「良い方の眼の視力」に
よる障害認定基準に変更されました。
　「視野」の障害認定基準は、これまでの
ゴールドマン型視野計に基づく障害認定基
準に加えて、現在広く普及している自動視
野計に基づく障害認定基準を創設する等の
改正が行われました。
　眼の障害による2級または3級の障害年
金受給者については、障害認定基準の改正
により障害等級が上がり、年金額が増額と
なる可能性があります（増額希望の場合は、
額改定請求の手続きを実施）。
　なお、今回の改正により、障害等級が下
がることはありません。
　手続きや不明点のお問い合わせ窓口は、
年金事務所または年金相談センターです。

「眼の障害」の障害認定基準
一部改正

　

厚
生
労
働
省
で
は
、昨
年
か
ら「
働

く
女
性
の
健
康
応
援
サ
イ
ト
」
を
公

開
し
て
お
り
、
企
業
の
取
組
事
例
や

Q
＆
A
、
法
律
や
制
度
の
こ
と
な

ど
各
種
情
報
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

　

女
性
従
業
員
の
約
4
割
は
、
女
性

特
有
の
健
康
課
題
な
ど
に
よ
り
「
職

場
で
何
か
を
あ
き
ら
め
な
く
て
は
な

ら
な
い
と
感
じ
た
経
験
が
あ
る
」
と

い
っ
た
調
査
結
果
も
あ
る
こ
と
か
ら
、

女
性
の
活
躍
を
推
進
す
る
う
え
で
、

健
康
支
援
は
欠
か
せ
な
い
取
り
組
み

と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

働
く
女
性
と
企
業
の
担
当
者
・
職

場
の
健
康
経
営
を
考
え
て
い
る
方
な

ど
に
向
け
て
開
設
さ
れ
た
も
の
で
、

職
場
で
は
ど
の
よ
う
な
こ
と
に
取
り

組
ん
だ
ら
よ
い
か
等
の
ヒ
ン
ト
も
盛

り
込
ま
れ
て
い
ま
す
の
で
、
一
度
ご

活
用
く
だ
さ
い
。

働
く
女
性
の
健
康
応
援
サ
イ
ト


